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１．第１回審議会の振り返り
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（１）第１回審議会の概要
第１回審議会では、現行経営戦略の実施状況の現状分析や経営指標等の分

析から湖⻄市下水道事業における経営課題及び経営戦略の⾒直しに向けて改
善すべき事項を審議。

現行経営戦略における
実施状況の現状分析

経営指標等による現状分析

湖⻄市下⽔道事業の
経営課題

湖西市下水道事業
経営戦略の中間見直し

＜計画期間＞
令和６年度～令和12年度

 投資・財政シミュレーションの見直し
 取り組むべき施策の追加・変更等の

経営方針の見直しなど

 建設スケジュールの遅滞
 エネルギー費を中心とした
維持管理コストの増加

 経費回収率※の向上
 ⽔洗化率※の向上
 適正な一般会計繰入金※等

 経営戦略の見直し（案）
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（２）現行経営戦略における課題・⾒直し方針

 現行経営戦略における実施状況の評価

ヒト 現行経営戦略の下水道整備の計画と実際の整備の進捗状況が大きく乖離していることから
今後の組織体制を踏まえた施設整備の適正化（整備期間の適正化）を図ることが必要。

モノ 整備進捗は、使用料収入・受益者負担金などの財源計画や下水道施設整備の投資計画へ
の影響が大きいため、⻑期的な展望を踏まえた施設整備の適正化を図ることが必要。

カネ
エネルギー費等を中心とした維持管理コストが急激に増加している昨今の社会情勢を受
けて、最新の事業経営を反映した投資・財政計画の⾒直しを実施することによる、財政
の健全化の検討が必要。



１．第１回審議会の振り返り

（２）現行経営戦略における課題・⾒直し方針
 経営指標等による現状分析の評価
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経費回収率※
施設の統廃合や業務の簡素合理化等による経費抑制を検討し、汚水処理原価※の低減を図
ることで、回収率を向上させることが必要。

⽔洗化率※
水洗化率は着実に向上しているが、80％台に留まっており、さらなる向上に向けて、引き
続き接続促進のための効果的な取り組みの検討実施が必要。

施設利用率※

今後、整備区域の拡大により処理水量が増加することが予測される一方で、将来的には人
口減少による処理水量の減少も想定されるため、安易に施設の拡張、増設等を検討するの
ではなく、施設の統廃合等を視野に入れた効率的な施設配置計画の検討を行うなど、維持
管理を考慮した適正な規模検討が必要。

一般会計
繰入金※

今後、ストックマネジメント※計画による下水道処理施設の更新事業が順次開始されるの
に伴い、繰入金は増加することが⾒込まれるため、近隣市町の状況を踏まえつつ、一般会
計が行う事業等に支障が生じることのない範囲で、財源を確保することが必要。
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２．第２回審議会の見直し検討方針（案）
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見直し検討での留意するポイント①
現行経営戦略の実施状況に対する現状分析や経営指標等の分析を踏まえた、収益・支出の課題解
決に向けた⾒直し・取組改善が必要。

経費回収率※100％を目指すため、
使用料改定を位置付け

令和６年度に料金改定の実施を
検討（改定率約10％）

 現行経営戦略における財政検討

経費回収率100％を目指すため、
収益・支出の課題解決に向けた
見直し・取組改善の実施を検討

 今回の財政検討方針



２．第２回審議会の見直し検討方針（案）

9

見直し検討での留意するポイント②
湖⻄市の下水道事業の整備は現時点で約50％の進捗の拡張事業である。

 現時点での下水道整備率は約50％の拡張期であり、
建設改良への投資のための安定的な財源確保が必要。

 拡張期では、投資額が必然的に多くなるため、その
財源を下水道使用料から賄おうとすると、過度な使
用料上昇につながる。

下水道整備区域面積・整備率
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現行経営戦略 621.5 645.6 669.7

実績 580.5 583.3

現行経営戦略 54.2% 56.3% 58.4%

実績 50.7% 50.9%
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見直し検討での留意するポイント③
湖⻄市の下水道使用料は総務省の適正水準や近隣市町村の使用料金などから、既に利用者には応
分の負担をしていると考えられる。

 総務省が「適正な使用料水準」として示し
ている「月20㎥での使用料3,000円」に対
し、近似した料金設定。

 近隣市町村のうち遠州地区では、浜松市に
次いで二番目に高い料金。

0
500

1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500
4,000
4,500
5,000

豊
橋
市

豊
川
市

蒲
郡
市

新
城
市

田
原
市

設
楽
町

東
栄
町

湖
⻄
市

浜
松
市

磐
田
市

袋
井
市

森
町

掛
川
市

菊
川
市

御
前
崎
市

(円)
月20㎥での使用料・近隣市町村

＜東三河地区＞ ＜遠州地区＞

総務省基準
月20㎥･3,000円



-10%

-5%

0%

5%

10%

15%

20%

H30 R1 R2 R3 R4

エネルギー 食料 総合 賃金

２．第２回審議会の見直し検討方針（案）

見直し検討での留意するポイント④
近年の燃料費や人件費上昇等の影響により、電気・ガス・食料品などの様々な物価高騰に対して
家計の負担増が継続しており、社会情勢を踏まえた適切な料金改定時期の検討が必要である。

出典：総務省「2020年基準消費者物価指数全国 2022年
（令和4年）平均」
厚生労働省「令和４年賃金構造基本統計調査」

 社会情勢の変化による資源高や円安により、
エネルギーや食料品を中心とした幅広い分
野で物価上昇。

 物価上昇率に対して、賃金上昇率が小さい。
 実質賃金※が低下している中で料金改定を

すると、利用者の負担がさらに増加する。
 市⺠生活や企業活動に大きな影響を与える。

消費者物価指数および一般労働者賃金の前年比
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物価-総合
+2.5％

賃金
+1.4％

実質賃金※は低下
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① 現行経営戦略の実施状況の現状分析や経営指標等の分析を踏まえた、収益・支出の課題解
決に向けた見直し・取組改善が必要。

② 湖⻄市の下水道事業の整備は現時点で約50％の進捗の拡張事業である。
③ 湖⻄市の下水道使用料は総務省の適正水準や近隣市町村の使用料金などから、既に利用者
には応分の負担をしていると考えられる。

④ 近年の燃料費や人件費上昇等の影響により、電気・ガス・食料品などの様々な物価高騰に
対して家計の負担増が継続しており、社会情勢を踏まえた適切な料金改定時期の検討が必
要。

収益・支出の課題解決に向けた投資・財政計画・取組施策の見直し

見直しの効果を踏まえたシミュレーションによる財政状況や、
料金改定検討時期（５年間）を考慮し、料金改定の是非を検討

⾒直し検討で留意すべきポイント



３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）
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基本施策 内 容 期待する効果
⑦ 戦略的な施設管理 浄化センター・衛生プラントの統廃合など、統一化を検討 更新投資費・維持管理費の抑制

⑧ ＧＸ※の推進 下水道汚泥の活用や太陽光発電、ＤＲ※などの検討を行い、
再生可能エネルギー・イノベーションの創出を図る 動力費の抑制、付加価値の創出
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３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）

 ⻑期的な費用の削減

 安定した収入の確保

基本施策 内 容 期待する効果
③ 投資額の⾒直し 組織体制等を踏まえ、現実的な整備期間へ⾒直す 投資額支出の抑制

④ 業務の簡素合理化 受益者負担金徴収・排水設備申請等を⾒直し、⺠間委託へ 業務従事者の確保、人件費削減

⑤ 維持修繕の⾒直し 予防修繕計画を策定し、定期的な修繕を実施する 修繕費・更新投資費の削減

⑥ 維持管理の⾒直し 薬品等の一括購入や新技術の導入など、管理業務を合理化 維持管理費（薬品・動力・通信等）の削減

 短期的な費用の削減

基本施策 内 容 期待する効果
① 接続促進の⾒直し 現行の水洗改造費への利子補給制度を⾒直す 下水道接続数向上による安定した収益の確保

② 新たな資金調達 一般会計繰入金※・地方債以外の資金調達（⻑期貸付） 資金不足の解消



３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）

 安定した収入の確保の取組（① 接続促進の見直し）

 ⼾別訪問等による下水道接続促進の取組を実施。
 市内の排水設備工事業者へのヒアリングによると

一般的な宅内への下水道接続工事費用は５０万円
以上が全体の約６割。

【現状】

現在の取組では効果が不十分。
下水道接続工事費用の個人負担。

【課題】

 令和３・４年度戸別訪問等による接続促進取組実績
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 令和４年度排水設備工事費用内訳

 下水道に関する意識調査（国土交通省：平成29年11月22日〜12月6日 回答者917名）
問5.下水道を利用したいと思わない理由は何ですか。

令和3年度 419件

令和4年度 421件 0件

促進実施年度 促進実施件数 接続件数

9件

0～49万円

50～69万円

70万円以上

（約4割）

（約2割）

（約4割）

50万円以上
が約6割

23%

68%
32%

6%

0%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①必要性を感じないから

②費用が高いから

③工事が面倒だから

④理由は特にない

⑤わからない

⑥その他



３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）

 安定した収入の確保の取組（① 接続促進の見直し）

下水接続数向上のための新たな取組
の検討

下水接続工事費用の個人負担の軽減

【対策】

下水道接続工事費用を借り入れた場
合の利子補給制度の要件の拡充や助
成制度の検討

【取組】

下水道接続数向上による安定した
収益の確保

【取組効果】

16



３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）

 安定した収入確保の取組（②新たな資金調達）

 地方公営企業法に基づく新たな資金調達手法
を検討 事業運営に伴う資金調達について、下水道使

用料金と受益者負担金以外では、国庫補助金
と企業債、一般会計繰入金※で賄っている

【現状】

繰入金の影響による一般行政サービスの低下
国庫補助金（交付額）の減少
⻑期金利の上昇

【課題】

新たな資金調達（⻑期貸付け）の検討
【対策】

一般会計繰入金※ 、企業債以外で有効な資金
調達を検討し、安定的な資金確保を図る

【取組】

資金不足の解消による事業の安定運営
一般会計の負担軽減

【取組効果】

 地方公営企業法１８条の２（⻑期貸付け）
地方公共団体は、第十七条の二第一項の規定による

もののほか、一般会計又は他の特別会計から地方公営
企業の特別会計に⻑期の貸付けをすることができる。
２ 地方公営企業の特別会計は、前項の規定による⻑
期の貸付けを受けた場合には、適正な利息を一般会計
又は当該他の特別会計に支払わなければならない。

 新たな資金調達の手法を検討することで、一般会計の負担を軽減
 湖西市全体を踏まえた資金調達（低金利）を検討することで、必要経
費を削減
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３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）

 短期的な費用削減の取組（③ 投資額の見直し）

 整備時期の適正化により投資額を圧縮

 施設更新・管きょ整備工事は、工務係の
職員３名で実施

【現状】

職員不足による執行状況の低下
物価高騰による資材コストの上昇
将来の人口減少等を踏まえた投資のあり方

【課題】

施設整備（整備時期）の適正化
施設統廃合の検討

【対策】

統廃合の検討や現行の組織体制、経済状況・
地域情勢等を反映した投資計画へ変更

【取組】

整備時期の適正化による投資支出の抑制
戦略的・効果的な施設投資

【取組効果】

現行経営戦略での投資計画 適正化された投資計画

【現状】 【改善】

12億

15億

11億

7億
9億

11億

17億

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

6億
7億

6億 6億
7億

8億

15億

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

 予算執行実績を踏まえた整備計画の見直し
⇒ 現状体制による投資額の変更

 統廃合検討に伴う改築計画の見直し
⇒ 検討対象施設改築の一時停止

18



３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）

 短期的な費用削減の取組（④ 業務の簡素合理化）

 業務スキーム見直しにより事務量を圧縮

 受益者負担金徴収業務や排水設備申請業
務など、全ての事務業務は直営で実施

【現状】

高度化・増加する業務量への対応
少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少
増加する必要経費

【課題】

業務スキームの⾒直しによる効率化
⺠間ノウハウ・ＤＸ※の活用

【対策】

受益者負担金徴収及び排水設備申請等業務
を直営から⺠間委託へ切り替え

【取組】

業務効率化による経費削減（人件費）
安定的な業務従事者の確保

【取組効果】

 民間委託・ＤＸ活用により業務を効率化

民間のノウハウ・ＤＸ活用
で業務内容を効率化

市職員 委託従事者

業務内容を見直すことで業務量を削減

ＤＸ

19



３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）

 短期的な費用削減の取組（⑤ 維持修繕の見直し）

 維持修繕手法の見直しにより修繕費を圧縮

 これまでの維持管理は、設備故障が発生時
に修繕を実施（事後保全型）

【現状】

大掛かりな補修が発生し、コスト的に不経済
故障内容によっては、一時的な施設停止など

のリスクが高い

【課題】

事後保全型から予防保全型へ切り替え
維持管理情報のデジタル化

【対策】

計画的にオーバーホールを実施。また、修繕
情報を電子化し、修繕業務を効率化

【取組】

ライフサイクルコストの削減
効率的な施設修繕業務

【取組効果】

設備が故障した
時点で修理

デジタル化事後保全 予防保全書類

修理記録は紙
台帳で管理

 予防保全型へ切り替えることで、修繕コストを削減
 修繕記録をデジタル化することで、業務を効率化

定期的な点検・
修繕を実施

修理記録をシス
テム管理へ変更

【現状】 【改善】
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３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）

 短期的な費用削減の取組（⑥ 維持管理の見直し）

 現行の維持管理の見直しにより経費を削減

 浄化センターで使用する薬品等の購入は、
各施設で調達するなど、当初運営の維持管
理を継続

【現状】

物価高騰による原材料コストの上昇
維持管理コストの上昇

【課題】

薬品等の一括購入
新技術の導入検討による経費削減

【対策】

一括購入によるスケールメリットや新技術の
導入効果から維持管理費を削減

【取組】

維持管理費の削減
合理的な維持管理業務への改善

【取組効果】

各施設で薬品等
を調達

現行技術による
設備管理

一括購入による
経費削減

新技術導入による
業務改善

【現状】 【改善】
アナログによる
データ管理

デジタルによる
データ管理

 一括購入によるスケールメリットでコストを削減
 水道事業と連携したＩｏＴ※などの新技術の導入検討を進め、維持管
理コストや業務のデジタル化を推進
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３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）

 長期的な費用削減の取組（⑦ 戦略的な施設管理）

 市内汚水処理の統一化により様々な経費を削減

施設運営・維持管理費の経費削減
将来の更新投資額の抑制

【取組効果】

 市内の汚水処理は、湖⻄・新居浄化センター
湖⻄市衛生プラントの３施設で実施

【現状】

施設運営・維持管理費の経費が増大
将来の更新投資額が高額

【課題】

市内汚水処理の統一化の検討
統廃合に伴う水処理技術の検討

【対策】

新居浄化センター・湖⻄市衛生プラントを
湖⻄浄化センターへ集約した場合の水処理
や既存設備への影響、費用対効果等を検証

【取組】

2施設の汚水処理を集約し、施設
の更新投資額や維持管理費を削減
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３．収益・支出の課題解決に向けた見直し・取組施策（案）

 長期的な費用削減の取組（⑧ ＧＸの推進）

 新たな汚泥活用による付加価値を創出

 既存の汚水処理施設は、当初計画通りの設
備内容や汚水処理を継続

【現状】

施設運転に伴う電気料が高騰
再生可能エネルギーの転換・ＧＸ※の取組が

進んでいない

【課題】

新たな汚泥活用や太陽光発電、ＤＲ※等の検討
【対策】

新技術によるバイオガス発電や太陽光発電、
ＤＲなど、再生可能エネルギー・イノベー
ションの創出を検討

【取組】

動力費の抑制・再生可能エネルギーの活用
新たな汚泥活用による付加価値の創出

【取組効果】

太陽光発電や蓄電池設
備などにより高騰する
動力費を抑制

再生可能エネルギー ・ 肥料

地域バイオマス資源

蓄電池太陽光発電

 各種電力設備による電力費を抑制

地域バイオマス資源の活用
により再生可能エネルギー・
イノベーションを創出
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４．シミュレーション結果
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（１）修正シミュレーションのポイント

25

４．シミュレーション結果

「安定した収入の確保」の取組による成果として水洗化率※を10年間で５％向上することを目標と設定。

水洗化人口の増加とそれに伴う有収水量の増加により、使用料収入が増加するものと想定。

【①収入面でのポイント】

「短期的・⻑期的費用の削減」の取組による成果として維持管理費等のコストを5％縮減することを目標と設定。
物価上昇率は過年度の実績等を鑑み0.4％と設定。

【②支出面でのポイント】

汚水整備に係る建設投資を年３億円程度に縮小、処理場施設の統合を⾒据え、改築事業費を抑制。

【③投資についてのポイント】

これまで位置付けた⾒直し・取組施策を⾒込んだ財政シミュレーションを実施。
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４．シミュレーション結果
（２）修正シミュレーションの結果

①収益的収支※

収益的収支の⾒通し

12.5 12.2 12.1 12.3 12.3 13.0 12.8 
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0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0
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(億円) 収益的収入 収益的支出 当年度純利益 収益的収支は均衡し、単年度で損失は生じない
⾒通し。

 収益的支出は増加するが、費用削減の取り
組みにより、支出が抑制されている。

 収益的収入は収入確保の取組の結果、使用
料収入の増加等に繋がる。
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４．シミュレーション結果
（２）修正シミュレーションの結果
②資本的収支※

 下水道事業内で留保される資金は確保され、
年々増加する⾒通し。

 事業の安定運営のため、一定規模の資金の
内部留保※は確保する方針。

 投資支出を抑制する取り組みの結果、資本
的支出が抑制された。

 使用料収入の増加等により収益的収支が均
衡したことも要因の一つ。

資本的収支の⾒通し
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４．シミュレーション結果

 経費回収率：汚水処理に要する維持管理費
と資本費(汚水処理費)に対する使用料収入が
占める割合

 経費回収率は令和12年度には100％に達する
⾒通し。
⇨使用料収入の増加と収益的支出の費用削減
による効果。

 令和6年度と令和11年度は統廃合検討やス
トックマネジメント※計画策定等の増加分が
⾒込まれているため、汚水処理費が増加。

（２）修正シミュレーションの結果
③経費回収率※

経費回収率の⾒通し
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４．シミュレーション結果
（２）修正シミュレーションの結果
④一般会計繰入金※

 一般会計繰入金は、一般会計が負担する経
費として、総務省が定める基準に該当する
「基準内繰入金」と該当しない「基準外繰
入金」に区分。
 基準内繰入金は5億円前後で推移。

 基準外繰入金は一般会計繰入金の総額が現行経
営戦略と同規模程度になるまで充当。

 令和６年度は統廃合検討業務の追加分により上
昇するものの、令和７年度以降は当初計画額の
維持が可能。
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一般会計繰入金の⾒通し
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４．シミュレーション結果
（２）修正シミュレーションの結果
⑤⽔洗化率※

 水洗化率については、下水道への接続促進
に関する取り組みを実施した結果として、
令和12年度には86.8％に達するものと設定。

 水洗化率は今後10年間で５％向上するとい
う設定に基づき算定。

水洗化率の⾒通し
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４．シミュレーション結果
（２）修正シミュレーションの結果
⑥施設利用率※

 施設利用率は、令和12年度には66.0％にま
で向上するものと設定。

 汚水整備に関する投資額を適正な規模に⾒
直した結果を反映。

施設利用率の⾒通し
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４．シミュレーション結果
（２）修正シミュレーションの結果
⑦汚⽔処理原価※

 汚水処理原価は令和12年度には144.0円/㎥
となる⾒通し。

 令和７年度以降は維持管理費等の削減効果
が⾒込まれるため、汚水処理原価は減少傾
向となる。

 令和６年度は、浄化センター等の汚水処理
施設統廃合可能性調査、令和11年度はス
トックマネジメント※計画に基づく、計画
策定業務を計上しているため、他の年度よ
りも高い水準となる。

汚水処理原価の⾒通し
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５．検討結果・今後の方針(案)
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財政シミュレーションでの検討の結果から、現行の経営戦略から投資額やコ
スト等を⾒直しすると、現行の経営戦略で⾒込まれた収支ギャップが改善さ
れる⾒通しです。

下水道使用料については、経営戦略の計画期間である令和12年度には経費回
収率※は100％を達成することから、市⺠生活への影響等も踏まえると、使用
料改定の必要性は薄いものと考えられます。

34

５．検討結果・今後の方針(案)

 このような状況を踏まえ、市では今後５年間は下⽔道使用料の改定を行わな
い方針としています。

※今後５年後までに改めて経営状況・取組効果を検証し、使用料改定の是非を
判断する予定です。その際には、使用料改定の先送りに伴う世代間の不公平や
次回以降の過度な使用料高騰に繋がらないことにも考慮します。
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５．検討結果・今後の方針(案)

（１）経営目標の設定

今回の経営戦略の⾒直しでは、経営指標による数値目標を設定。

項目 実績
(令和４年度)

目標
(令和７年度)

目標
(令和12年度)

①水洗化率※ 83.3％ 84％以上 86％以上

②経費回収率※ 87.3％ 96％以上 100％以上

③汚水処理原価※ 165.0円/㎥ 150円/㎥以下 144.0円/㎥以下

④施設利用率※ 57.9％ 61％以上 66％以上

⑤一般会計繰入
金(総額) ※ 5.6億円 6.1億円以下 7.0億円以下
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５．検討結果・今後の方針(案)

（２）今後の取り組み

①目標達成に向けて
設定した経営目標を達成できるよう、これまでに取り上げた施策を確実に実施

し、コスト削減と収入増を図ります。
また、毎年度の目標達成状況を評価・検証するなど、進捗管理を行います。

②今後の見直し
令和10年度を目途に経営戦略の⾒直しを行います。
その際には、計画値と実績値の乖離の原因を分析した内容を反映するとともに、

汚水整備やストックマネジメント※等の最新の計画を⾒込んだものとします。



６．次回審議会について
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６．次回審議会について
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＜第３回審議会の審議内容＞

■経営戦略の見直しについて
 令和５年度に公表予定の「湖⻄市下水道事業経営戦略（⾒直し版）」の素案について審議

予定。

次回審議会の審議事項は以下のとおり。

＜湖⻄市下⽔道事業経営戦略(見直し版)」の概要＞
 計画期間：令和６年度(2024年度)〜令和12年度(2030年度)

 構成
①下⽔道事業の現状分析と現行計画の進捗状況の確認
②下⽔道事業経営の基本方針
③投資・財政計画
④経営戦略の事後検証と見直しについて


